
 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所

の原子炉設置変更許可申請書に関する審査の結果の案の取り

まとめについて（案） 

～ＳＴＡＣＹ施設の変更、ＴＣＡ施設の使用済燃料の処分の

方法の変更及び原子力科学研究所の敷地境界の一部変更～ 

 

令和２年７月８日 

原子力規制委員会 

 

１．申請の概要 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構から、核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）第２６条第１項の規

定に基づき、令和元年１２月２５日付け（令和２年６月１５日をもって一部補正。）

をもって、原子力科学研究所の原子炉施設設置許可について、以下の変更を実施す

るための申請があった。 

（１）ＳＴＡＣＹ施設の変更 

   ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）施設の廃止に伴い、ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装

置）施設にＴＣＡ施設の使用済棒状燃料を貯蔵するため、使用済棒状燃料貯蔵設

備を設ける（図１参照）。 

（２）ＴＣＡ施設の使用済燃料の処分の方法の変更 

ＴＣＡ施設の使用済燃料の処分方法の明確化のため、ＴＣＡ施設の核燃料物質

貯蔵施設において貯蔵することとしていたところ、国内又は我が国と原子力の平

和利用に関する協力のための協定を締結している国の組織に再処理を委託又は

引取りを依頼して引き渡すとともに、引渡しまでの間は、ＳＴＡＣＹ施設の核燃

料物質貯蔵施設において貯蔵することに変更するものであること（表１参照）。 

（３）原子力科学研究所の敷地境界の一部変更 

 隣接事業所である日本原子力発電株式会社の東海第二発電所に対して、原子力

科学研究所の敷地の一部を貸与することとしたため、原子力科学研究所の北側の

敷地境界を変更する（図２参照）。 

 

２．審査結果の取りまとめについて 

審査会合等において審査したところ、原子炉等規制法第２６条第４項において準

用する同法第２４条第１項各号のいずれにも適合しているものと認められること

から、別添１のとおり審査の結果の案を取りまとめることとし、原子力委員会及び

文部科学大臣の意見を聴くこととする。 

 

 

資料２ 
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なお、本申請については、以下のとおり、科学的・技術的に重要な判断を要する

ものではないことから、審査書案に対する意見募集は行わない。 

・本申請は、低出力の濃縮ウラン燃料軽水減速型の試験研究炉に関するものであ

ること。 

・ＳＴＡＣＹ施設におけるＴＣＡ施設の使用済棒状燃料の貯蔵については、ＴＣ

Ａ施設の使用済棒状燃料が軽水臨界実験装置で使用された燃料のため核分裂

生成物は微量であり、遮蔽及び崩壊熱除去のための特別な設備を要しないこと。 

・原子力科学研究所の敷地境界の一部変更については、貸与する敷地は引き続き

日本原子力発電株式会社の周辺監視区域として居住の禁止等の措置が講じら

れ、通常時及び事故時における一般公衆に対する被ばく評価に影響を与えるも

のではないこと。 

 

３．原子力委員会への意見聴取 

原子炉等規制法第２６条第４項において準用する同法第２４条第２項の規定に

基づき、別添２のとおり同法第２４条第１項第１号に規定する許可の基準の適用に

ついて原子力委員会の意見を聴くこととする。 

 

４．文部科学大臣への意見聴取 

原子炉等規制法第７１条第１項第３号に基づき、別添３のとおり文部科学大臣の

意見を聴くこととする。 

 

５．今後の予定 

原子力委員会及び文部科学大臣への意見聴取の結果、基準の適用や許可すること

について特段の意見がなければ、原子炉等規制法第２６条第１項の規定に基づく設

置変更の許可を、文書管理要領別表第３（１）事項番号２２により原子力規制庁長

官の専決処理により行うこととする。また、専決処理結果については、他の専決処

理案件と併せて、四半期ごとの専決処理の結果として原子力規制委員会に報告する。 
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【参考】使用済棒状燃料貯蔵設備の概要、使用済燃料処分方法の変更内容、敷地境界

変更図及び一般公衆に対する被ばく評価地点図 

 

 

 

図１ 使用済棒状燃料貯蔵設備※ 

 

※：第３４８回核燃料施設等新規制基準適合性に係る審査会合資料（抜粋） 

 

 

表１ 使用済燃料の処分の方法の変更内容 

施設名 
処分の方法 

既許可申請 本件申請 

ＴＣＡ 

使用済燃料は、本施設の核燃料物

質貯蔵施設において貯蔵する。 

 使用済燃料は、国内又は我が国と

原子力の平和利用に関する協力のた

めの協定を締結している国の組織に

再処理を委託又は引取りを依頼して

引き渡す。引渡しまでの間は、ＳＴ

ＡＣＹ施設の核燃料物質貯蔵施設に

おいて貯蔵する。 
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図２ 敷地境界変更※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 一般公衆に対する被ばく評価地点 

 

※：第３４８回核燃料施設等新規制基準適合性に係る審査会合資料（抜粋） 

貸与する敷地 

●：放射性希ガス γ線による実効線量の評価地点 

▲：トリチウムによる実効線量の評価地点 

○：放射性よう素による実効線量の評価地点 

 

ＮＳＲＲ 

ＳＴＡＣＹ 

ＪＲＲ－３ 
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【別添１】 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉

設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ施設の変更、ＴＣＡ施設の使用済燃料

の処分の方法の変更及び原子力科学研究所の敷地境界の一部変更）の核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定する許可の

基準への適合について（案） 

 

令和元年１２月２５日付け令０１原機（安）００８（令和２年６月１５日付け令０

２原機（安）００４をもって一部補正。）をもって、国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構（以下「申請者」という。） 理事長 児玉敏雄から、核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」とい

う。）第２６条第１項の規定に基づき提出された国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装

置）施設等の変更）に対する法第２６条第４項において準用する法第２４条第１項各

号に規定する許可の基準への適合については以下のとおりである。 

 

１．法第２４条第１項第１号 

本件申請については、以下のことから、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に

利用されるおそれはないものと認められる。 

（１）本件申請に係る試験研究用等原子炉（ＳＴＡＣＹ施設）の使用の目的（臨界基

礎データの取得及び核燃料サイクル施設の臨界安全データベースの確立）を変

更するものではないこと。 

（２）ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）施設の使用済燃料の処分方法の明確化のため、Ｔ

ＣＡ施設の核燃料物質貯蔵施設において貯蔵することとしていたところ、国内

又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国

の組織に再処理を委託又は引取りを依頼して引き渡すとともに、引渡しまでの

間は、ＳＴＡＣＹ施設の核燃料物質貯蔵施設において貯蔵することに変更する

ものであること。 

 

２．法第２４条第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

本件申請については、ＴＣＡ施設の廃止に伴い、ＳＴＡＣＹ施設にＴＣＡ施設の

使用済棒状燃料を貯蔵するため、使用済棒状燃料貯蔵設備を設けるとしており、こ

のために必要とされる資金は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の運営費

交付金、同機構が契約する受託研究等の経費をもって充当する計画としている。 

このことから、当該施設を設置変更するために必要な経理的基礎があるものと認

められる。 

 

３．法第２４条第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

  添付のとおり、申請者には、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設を設置変更

- 5 - 



 

するために必要な技術的能力があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確に遂

行するに足りる技術的能力があると認められる。 

 

４．法第２４条第１項第３号 

  添付のとおり、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備が

核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は試験研究用等原子炉に

よる災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適

合するものであると認められる。 

 

５．法第２４条第１項第４号 

  本件申請については、試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質管

理に必要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第２３条第２項第９

号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであると認められ

る。 
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所の原子炉設置変更許可申請書 

〔ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設の変更、

ＴＣＡ施設の使用済燃料の処分方法の変更及び 

原子力科学研究所の敷地境界の一部変更〕 

に関する審査書 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第

２４条第１項第２号（技術的能力に係るもの）、第３号関連） 

 

（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日 

原子力規制委員会 
 

                

 

添付 
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Ⅰ はじめに  

１．本審査書の位置付け 

本審査書は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和３２年法

律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第２６条第１項に基づいて、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構（以下「申請者」という。）が原子力規制委員会（以下「規

制委員会」という。）に提出した「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研

究所原子炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変更）」（令和

元年１２月２５日付け申請（令和２年６月１５日付けで一部補正））（以下「本申請」とい

う。）の内容が、 

（１）原子炉等規制法第２６条第４項で準用する第２４条第１項第２号の規定（試験研

究用等原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理的基礎があり、かつ、試

験研究用等原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があること。）のうち、

技術的能力に係るもの、 

（２）同条同項第３号の規定（試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料

物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は試験研究用等原子炉による災害

の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合するもの

であること。） 

に適合しているかどうかを審査した結果を取りまとめたものである。 

 

 なお、原子炉等規制法第２４条第１項第１号の規定（試験研究用等原子炉が平和の目的

以外に利用されるおそれがないこと。）及び第２号の規定のうち経理的基礎に係るものに関

する審査結果は、別途取りまとめる。 

 

２．判断基準及び審査方針 

  本審査書では、以下の基準等に適合しているかどうかを確認した。 

 （１）原子炉等規制法第２４条第１項第２号の規定のうち、技術的能力に係るものに関す

る審査においては、「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針」（平成１６年５月

２７日原子力安全委員会決定。以下「技術的能力指針」という。） 

 （２）同条同項第３号の規定に関する審査においては、「試験研究の用に供する原子炉等の

位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成２５年１２月６日原子力規制委員会
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規則第２１号。以下「許可基準規則」という。）及び「試験研究の用に供する原子炉

等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（原規研発第１３１１２７１号

（平成２５年１１月２７日原子力規制委員会決定）。以下「許可基準規則解釈」とい

う。） 

 

３．本審査書の構成 

  「Ⅲ 試験研究用等原子炉施設の設置及び運転のための技術的能力」には、技術的能力

指針への適合性に関する審査内容を示した。 

  「Ⅳ 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備」には、許可基準規則等への適合

性に関する審査内容を示した。 

  「Ⅴ 審査結果」には、規制委員会としての結論を示した。 

 

  本審査書においては、法令の規定等や申請書の内容について、必要に応じ、文章の要約

や言い換え等を行っている。また、本審査書で用いる条番号は、断りのない限り許可基準

規則のものである。 

 

Ⅱ 変更の内容  

 申請者は、以下のとおり変更するとしている。 

１．ＳＴＡＣＹ施設の変更 

   ＳＴＡＣＹ施設について、ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）施設の廃止に伴い、ＳＴＡＣ

Ｙ施設にＴＣＡ施設の使用済棒状燃料を貯蔵するため、使用済棒状燃料貯蔵設備を設け

る。 

 

２．原子力科学研究所の敷地境界の一部変更 

 隣接事業所である日本原子力発電株式会社の東海第二発電所に対して、日本原子力発

電株式会社との原子力科学研究所の敷地の利用に係る覚書に基づき、原子力科学研究所

の敷地の一部を貸与することとしたため、同研究所の北側の敷地境界を変更する。 

 

Ⅲ 試験研究用等原子炉施設の設置及び運転のための技術的能力  

原子炉等規制法第２４条第１項第２号（技術的能力に係るものに限る。）は、試験研究
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用等原子炉設置者に試験研究用等原子炉を設置するために必要な技術的能力及び試験研

究用等原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があることを要求している。  

  申請者は、本申請に係る試験研究用等原子炉施設の設置及び運転に関する能力に関して、

試験研究用等原子炉施設の設計及び工事並びに運転及び保守のための組織、技術者の確保、

経験、品質マネジメント活動、技術者に対する教育・訓練及び有資格者等の選任・配置に

係る方針を示している。 

 

規制委員会は、本申請の内容を確認した結果、変更内容が平成３０年１１月７日付け原

規規発第１８１１０７６号をもって許可した原子力科学研究所の原子炉設置変更許可申請

（平成２６年９月２６日付け申請、平成２７年８月３１日、平成２８年８月２４日、平成

２９年１０月２７日、平成３０年２月２２日、平成３０年５月２５日及び平成３０年８月

２日付けをもって一部補正。以下「既許可申請」という。）から、設計及び工事の実施者、

技術者数を本申請時点とするものであり、既許可申請の審査において確認した方針から変

更がないものであることから、技術的能力指針に適合するものと判断した。 

 

Ⅳ 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備  

  本章では、ＳＴＡＣＹ施設の変更及び原子力科学研究所の敷地境界の一部変更に関して、

本申請の内容について審査した結果を、許可基準規則の条項ごとに示した。 

  

Ⅳ－１ ＳＴＡＣＹ施設におけるＴＣＡ施設の使用済棒状燃料貯蔵設備の設置 

 Ⅳ－１－１ 地震による損傷の防止（第４条関係） 

許可基準規則においては、第４条第１項及び第２項に定める地震による損傷の防止につい

て、試験研究用等原子炉施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければなら

ないこと、及び当該地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある試験研究用等原子

炉施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度（以下「耐震重要度」

という。）に応じて算定しなければならないことを要求している。 

 

申請者は、申請書及び添付書類において、使用済棒状燃料貯蔵設備は耐震重要度のＣクラ

スに分類し、それに応じた耐震性を有する設計とするとしている。 
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規制委員会は、本変更について、ＴＣＡ施設からＳＴＡＣＹ施設に引き渡される使用済

棒状燃料を貯蔵する使用済棒状燃料貯蔵設備の耐震重要度については、許可基準規則解釈第

４条第２項の「試験研究用等原子炉施設の耐震重要度分類の考え方」に基づき、安全機能

を喪失した場合の敷地周辺の公衆被ばくの実効線量が５０μSv以下であることからＣクラ

スとすることは妥当であり、Ｃクラスに応じた耐震性を有する設計とすることを確認したこと

から、許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

 Ⅳ－１－２ 火災による損傷の防止（第８条関係） 

許可基準規則においては、第８条第１項に定める火災による損傷の防止について、試験研

究用等原子炉施設は、火災により当該試験研究用等原子炉施設の安全性が損なわれないよ

う、必要に応じて、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を感知する

設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならな

いことを要求している。 

 

申請者は、申請書及び添付書類において、火災の発生を防止するため、使用済棒状燃料貯

蔵設備の主要材料は鋼材（炭素鋼等）を用いるとしている。 

 

規制委員会は、本変更について、ＳＴＡＣＹ施設に設置する使用済棒状燃料貯蔵設備の主要材

料は不燃性材料である鋼材（炭素鋼等）とすることで火災の発生を防止すること、火災発生を感

知する設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を軽減する機能については、既許可申請の内

容から変更はないことを確認したことから、許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

 Ⅳ－１－３ 安全施設（第１２条関係） 

許可基準規則においては、第１２条第１項、第３項及び第４項に定める安全施設について、

その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保されたものでなければならないこと、設

計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件において、そ

の機能を発揮することができるものでなければならないこと、及びその健全性及び能力を

確認するため、その安全機能の重要度に応じ、試験研究用等原子炉の運転中又は停止中に

試験又は検査ができるものでなければならないことを要求している。 
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申請者は、申請書及び添付書類において以下としている。 

（１）使用済棒状燃料貯蔵設備の安全機能重要度分類をＰＳ－３に分類し、それに応じて安全

機能（放射性物質の貯蔵）を確保する設計とする。 

（２）使用済棒状燃料貯蔵設備は、ＳＴＡＣＹ施設の通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故（①運転直後の棒状燃料20本の落下等による破損、②溶液燃料800kgＵの

漏えい）時においても、使用済棒状燃料貯蔵設備が設置されているＵ保管室内の環境条件

に影響はなく常温・常圧であり、その環境条件に対して放射性物質の貯蔵機能を発揮する

ことができるよう鋼材を用いた設計とする。 

（３）使用済棒状燃料貯蔵設備は、外側からの外観検査及び蓋の開放による内側からの外観検

査が可能な設計とする。 

 

 規制委員会は、本変更について、使用済棒状燃料貯蔵設備の安全機能重要度分類は、許可基準規

則解釈第１２条第１項の「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」の「添付 

水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する基本的な考え方」に基づきＰＳ－

３に分類され、想定される全ての環境条件において放射性物質の貯蔵能力を発揮できるよう鋼材を

用いて設計されること、及び蓋の開放による内側からの外観検査が可能な設計であることを確認し

たことから、許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

 Ⅳ－１－４ 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止（第１３条関係） 

許可基準規則においては、第１３条第１項第２号ロ、ハに定める運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故の拡大の防止について、設計基準事故により当該設計基準事故以外の設計

基準事故に至るおそれがある異常を生じないものであること、及び試験研究用等原子炉施

設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものであることを要求している。 

 

申請者は、申請書及び添付書類において、ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料の全数破損による

公衆の実効線量の評価結果は約2.8×10-10mSv であり、ＳＴＡＣＹ施設において想定される設計基

準事故（①運転直後の棒状燃料20本の落下等による破損、②溶液燃料800kgU の漏えい）による

公衆の実効線量（①約3.1×10-4mSv、②約6.1×10-4mSv）の評価結果に包含されるとしている。 

 

規制委員会は、本変更について、使用済棒状燃料の全数破損による公衆の実効線量の評価結
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果は、ＳＴＡＣＹ施設において想定される設計基準事故の評価結果に比べ十分小さく、工場等

周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないこと、ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料の全数破損の発生

箇所は、他の設計基準事故の想定箇所とは異なり、他の設計基準事故に影響を及ぼさないことを

確認したことから、許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

 Ⅳ－１－５ 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設（第１６条関係） 

許可基準規則においては、第１６条第２項第１号に定める燃料体等の貯蔵施設について、

燃料体等を貯蔵することができる容量を有するものとすること、及び燃料体等が臨界に達

するおそれがないものとすることを要求している。また、第２項第２号に定める燃料体等

の貯蔵施設について、使用済燃料その他高放射性の燃料体からの放射線に対して適切な遮

蔽能力を有するものとすること、貯蔵された使用済燃料その他高放射性の燃料体が崩壊熱

により溶融しないものとすること、使用済燃料その他高放射性の燃料体の被覆材が著しく

腐食するおそれがある場合は、これを防止できるものとすること、並びに放射線の遮蔽及

び崩壊熱の除去に水を使用する場合にあっては、当該貯蔵施設内における冷却水の水位を

測定でき、かつ、その異常を検知できるものとすることを要求しているが、使用済燃料中

の原子核分裂生成物の量が微量な場合その他の放射線の遮蔽及び崩壊熱の除去のための設

備を要しない場合については、この限りでないとしている。  

 

申請者は、申請書及び添付書類において以下としている。 

（１） 容量については、ＴＣＡ施設から引き渡される使用済棒状燃料は、酸化ウラン燃料とし

て1723本、ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料として104本、酸化トリウム燃料として

30本であり、使用済棒状燃料貯蔵設備は貯蔵管理に必要な容量（9基、256本/基）を有す

る設計とする。 

（２） 臨界については、想定されるいかなる場合でも臨界に達するおそれがない設計とする。  

具体的には、使用済棒状燃料貯蔵設備の臨界評価については、モンテカルロ計算コー

ドＭＶＰ及びＪＥＮＤＬ− 3.2を使用し、同一室内（Ｕ保管室）に存在する他の燃料

貯蔵設備の単体並びにそれらを組み合わせた体系に対し、空気中水分率、反射条件

等について想定し得る最も厳しい条件を設定し臨界解析を行った結果、中性子実効

増倍率は0.95以下である。また、津波に対する考慮として、設備の変形等により寸

法制限値が満足されず（燃料間隔：通常の寸法制限値から接触まで）、かつ、設備が
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水没した条件においても、あらかじめ設置された中性子吸収材により、中性子実効

増倍率は0.95以下である。 

（３） 放射線の遮蔽については、ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料に蓄積される核分裂生成物は僅

少であって放射線量が低く、使用済棒状燃料の保管状況の確認による作業者の被ばく量は、

１回の作業当たり10μSv程度であり、その燃料の取扱いに当たって放射線遮蔽を必要としな

い。 

（４） 崩壊熱の影響の評価については、保守的条件において実施した結果、使用済棒状燃料の

温度の上昇は放熱を考慮しない場合でも1か月で約0.5℃である。 

（５） ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料の取扱いは、比較的放射線量の高いトリウム燃料も含めて

作業員の手作業で行うため、取扱施設を必要としない。 

 

規制委員会は、本変更について以下を確認したことから、許可基準規則に適合するもの

と判断した。 

（１）使用済棒状燃料貯蔵設備の貯蔵容量及び重量制限値は、ＴＣＡ施設から引き渡される使

用済棒状燃料の本数及び実在庫量を上回ること。 

（２）使用済棒状燃料貯蔵設備の臨界評価については、適切な解析コードが使用され、他の燃

料貯蔵設備の単体並びにそれらを組み合わせた体系に対し、臨界上最適となる空気中

水分率、反射条件等を考慮した条件や、寸法制限値が満足されず燃料間隔がなくなっ

た場合においても中性子実効増倍率は0.95以下であること。 

（３）ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料に蓄積される核分裂生成物は僅少であり、遮蔽及び崩壊熱

を除去する設備を要しないこと。 

 

 Ⅳ－１－６ 放射線からの放射線業務従事者の防護（第２５条関係） 

許可基準規則においては、第２５第１項に定める放射線からの放射線業務従事者の防護に

ついて、試験研究用等原子炉施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要がある

場合には、放射線業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を低減できるものと

することを要求している。 

 

申請者は、申請書及び添付書類において以下としている。 

（１）放射線業務従事者が立入る場所の立入頻度、滞在時間及び機器の配置を考慮し、Ｕ保管
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室の遮蔽設計区分をⅣ（＞60μSv/h）とし立入制限を行う。 

（２）Ｕ保管室には、放射線に対して適切な遮蔽能力を有する鉄筋コンクリート造の遮蔽壁が設

けられている。 

 

規制委員会は、本変更について、比較的放射線量の高いトリウム燃料を貯蔵することか

らＵ保管室の遮蔽設計区分をⅣに変更すること、Ｕ保管室において立ち入り制限を実施す

ること、及びＵ保管室には放射線に対して適切な遮蔽能力を有する鉄筋コンクリート造の遮蔽

壁が設置されていることを確認したことから、許可基準規則に適合するものと判断した。 

 

Ⅳ－２ 原子力科学研究所の敷地境界の一部変更 

 Ⅳ－２－１ 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大防止（第１３条関

係）、放射性廃棄物の廃棄施設（第２２条関係）及び工場等周辺における直接ガンマ

線等からの防護（第２４条関係） 

許可基準規則においては、第１３条第１項第２号ハに定める運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故の拡大防止について、試験研究用等原子炉施設が工場等周辺の公衆に放射

線障害を及ぼさないものであることを要求している。 

第２２条第１項第１号に定める放射性廃棄物の廃棄施設について、周辺監視区域の外の

空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、

試験研究用等原子炉施設において発生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものとす

ることを要求している。 

第２４条に定める工場等周辺における直接ガンマ線等からの防護について、試験研究用

等原子炉施設は、通常運転時において試験研究用等原子炉施設からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による工場等周辺の空間線量率が十分に低減できるものでなければ

ならないことを要求している。 

 

申請者は、申請書及び添付書類において以下としている。 

（１）敷地の面積を約210万 m2から約200万 m2に変更する。 

（２）原子力科学研究所の全体配置図の敷地境界を変更する。 

（３）本件申請により日本原子力発電株式会社へ貸与する原子炉安全性研究炉（ＮＳＲＲ）

の北西約400ｍから北側の東西約230m、南北約 450m の長方形の敷地については、引き
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続き東海第二発電所の周辺監視区域として居住の禁止等の措置が講じられるため、一

般公衆は居住しない。 

（４）上記変更による事故時における周辺監視区域外に居住する人（一般公衆）に対する

実効線量の評価点及び平常時における敷地境界外に居住する人（一般公衆）に対する

実効線量（直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による評価も含む）の評価点の

変更はなく、いずれの評価結果にも影響はない。 

 

規制委員会は、本変更について、引き続き東海第二発電所の周辺監視区域として居住の禁止

等の措置が講じられ、事故時及び平常運転時の実効線量評価点に変更はなく、既許可申請の

とおり周辺公衆に対する実効線量は十分に低いことを確認したことから、許可基準規則に適

合するものと判断した。 

 

Ⅴ 審査結果  

  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が提出した「国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構原子力科学研究所原子炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）

施設等の変更）」（令和元年１２月２５日付け申請（令和２年６月１５日付けで一部補正））

を審査した結果、当該申請は、原子炉等規制法第２４条第１項第２号（技術的能力に係る

ものに限る。）及び第３号に適合しているものと認められる。 
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【別添２】 

（案） 

 

番  号 

年 月 日 

 

原子力委員会 宛て 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉

設置変更許可（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変更）に関

する意見の聴取について 

 

上記の件について、令和元年１２月２５日付け令０１原機（安）００８（令和２

年６月１５日付け令０２原機（安）００４をもって一部補正）をもって、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構 理事長 児玉敏雄から、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第２６条第１項の

規定に基づき、別添のとおり申請があり、審査の結果、同法第２６条第４項におい

て準用する同法第２４条第１項各号のいずれにも適合していると認められるので、

同法第２６条第４項において準用する同法第２４条第２項の規定に基づき、別紙の

とおり同条第１項第１号に規定する基準の適用について、貴委員会の意見を求める。 
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（別紙） 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子

炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変

更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定

する許可の基準への適合について（案） 

 

令和元年１２月２５日付け令０１原機（安）００８（令和２年６月１５日付け令

０２原機（安）００４をもって一部補正）をもって、国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構 理事長 児玉敏雄から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２６条第１項

の規定に基づき提出された原子力科学研究所の原子炉設置変更許可申請書（ＳＴＡ

ＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変更）に対する法第２６条第４項において準用

する法第２４条第１項第１号に規定する許可の基準への適合については以下のとお

りである。 

 

本件申請については、 

・試験研究用等原子炉（ＳＴＡＣＹ施設）の使用の目的（臨界基礎データの取得

及び核燃料サイクル施設の臨界安全データベースの確立）を変更するものでは

ないこと 

・ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）施設の使用済燃料の処分方法の明確化のため、国

内又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国

の組織に再処理を委託又は引取りを依頼して引き渡すとともに、引渡しまでの

間は、ＳＴＡＣＹ施設の核燃料物質貯蔵施設において貯蔵することに変更する

ものであること 

 

これらのことから、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれは

ないものと認められる。 
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【別添３】 

（案） 

 

番  号 

年 月 日 

 

文部科学大臣 宛て 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉

設置変更許可（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変更）に関

する意見の聴取について 

 

 

上記の件について、令和元年１２月２５日付け令０１原機（安）００８（令和２

年６月１５日付け令０２原機（安）００４をもって一部補正）をもって、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構 理事長 児玉敏雄から、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第２６条第１項の

規定に基づき、別添のとおり申請があり、審査の結果、別紙のとおり同法第２６条

第４項において準用する同法第２４条第１項各号のいずれにも適合していると認め

られるので、同法第７１条第１項に基づき、貴職の意見を求める。 
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（別紙） 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子

炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変

更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に規定

する許可の基準への適合について（案） 

 

令和元年１２月２５日付け令０１原機（安）００８（令和２年６月１５日付け令

０２原機（安）００４をもって一部補正）をもって、国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構 理事長 児玉敏雄から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２６条第１項

に基づき提出された国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の

原子炉設置変更許可申請書（ＳＴＡＣＹ（定常臨界実験装置）施設等の変更）に対

する法第２６条第４項において準用する法第２４条第１項各号に規定する許可の基

準への適合については以下のとおりである。 

 

１．法第２４条第１項第１号 

本件申請については、 

・試験研究用等原子炉（ＳＴＡＣＹ施設）の使用の目的（臨界基礎データの取

得及び核燃料サイクル施設の臨界安全データベースの確立）を変更するもの

ではないこと 

・ＴＣＡ（軽水臨界実験装置）施設の使用済燃料の処分方法の明確化のため、

ＴＣＡ施設の核燃料物質貯蔵施設において貯蔵するとしていたところ、国内

又は我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国

の組織に再処理を委託又は引取りを依頼して引き渡すとともに、引渡しまで

の間は、ＳＴＡＣＹ施設の核燃料物質貯蔵施設において貯蔵することに変更

するものであること 

 

これらのことから、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれ

はないものと認められる。 

 

２．法第２４条第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

本件申請については、 

・ＴＣＡ施設の使用済棒状燃料を貯蔵するため、ＳＴＡＣＹ施設に使用済棒状

燃料貯蔵設備を設けるとしており、このために必要とされる資金は、国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構の運営費交付金、同機構が契約する受託

研究等の経費をもって充当する計画としている。 

 

このことから、当該施設を設置変更するために必要な経理的基礎があるものと

認められる。 
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３．法第２４条第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

  添付のとおり、申請者には、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設を設置変

更するために必要な技術的能力があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確

に遂行するに足りる技術的能力があると認められる。 

 

４．法第２４条第１項第３号 

添付のとおり、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備

が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は試験研究用等原子

炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基

準に適合するものであると認められる。 

 

５．法第２４条第１項第４号 

  本件申請については、試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質

管理に必要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第２３条第２項

第９号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであると認め

られる。 
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【参照条文】 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抄） 

（昭和３２年法律第１６６号） 

 

（設置の許可）  

第二十三条 発電用原子炉以外の原子炉（以下「試験研究用等原子炉」という。）を設置

しようとする者は、政令で定めるところにより、原子力規制委員会の許可を受けなけれ

ばならない。  

２ 前項の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申請書を原子力規制委員会

に提出しなければならない。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 使用の目的  

三 試験研究用等原子炉の型式、熱出力及び基数  

四 試験研究用等原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地（試験研究用

等原子炉を船舶に設置する場合にあつては、その船舶を建造する造船事業者の工

場又は事業所の名称及び所在地並びに試験研究用等原子炉の設置の工事を行う

際の船舶の所在地）  

五 試験研究用等原子炉及びその附属施設（以下「試験研究用等原子炉施設」とい

う。）の位置、構造及び設備  

六 試験研究用等原子炉施設の工事計画  

七 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定

使用量  

八 使用済燃料の処分の方法  

九 試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の

整備に関する事項 

  

（許可の基準）  

第二十四条 原子力規制委員会は、第二十三条第一項の許可の申請があつた場合にお

いては、その申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同

項の許可をしてはならない。  

一 試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。  

二 その者（試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあつては、その船舶を建造

する造船事業者を含む。）に試験研究用等原子炉を設置するために必要な技術的

能力及び経理的基礎があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行する

に足りる技術的能力があること。  

三 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質（使用済燃料を含

む。第四十三条の三の五第二項第七号を除き、以下同じ。）若しくは核燃料物質に

よつて汚染された物（原子核分裂生成物を含む。以下同じ。）又は試験研究用等原

子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基
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準に適合するものであること。  

四 第二十三条第二項第九号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合

するものであること。 

２ 原子力規制委員会は、第二十三条第一項の許可をする場合においては、あらかじめ、

前項第一号に規定する基準の適用について、原子力委員会の意見を聴かなければな

らない。  

 

（変更の許可及び届出等）  

第二十六条 試験研究用等原子炉設置者は、第二十三条第二項第二号から第五号まで

又は第八号に掲げる事項を変更しようとするときは、政令で定めるところにより、原子

力規制委員会の許可を受けなければならない。ただし、同項第四号に掲げる事項のう

ち工場又は事業所の名称のみを変更しようとするときは、この限りでない。  

２ 試験研究用等原子炉設置者は、第三十二条第一項に規定する場合を除き、第二十

三条第二項第一号、第六号又は第七号に掲げる事項を変更したときは、変更の日から

三十日以内に、その旨を原子力規制委員会に届け出なければならない。同項第四号

に掲げる事項のうち工場又は事業所の名称のみを変更したときも、同様とする。  

３  試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合において、その船舶について船舶法 

（明治三十二年法律第四十六号）第五条第一項 の登録がなされたときは、試験研究

用等原子炉設置者は、登録の日から三十日以内に、その船舶の名称を、原子力規制

委員会に届け出なければならない。その名称を変更したときも、同様とする。  

４ 第二十四条の規定は、第一項の許可に準用する。  

 

（許可等についての意見等）  

第七十一条 原子力規制委員会は、第二十三条第一項、第二十三条の二第一項、第二

十六条第一項、第二十六条の二第一項、第三十九条第一項若しくは第二項、第四十

三条の三の五第一項、第四十三条の三の八第一項若しくは第四十三条の三の二十五

第一項の規定による許可をし、又は第三十一条第一項若しくは第四十三条の三の十

八第一項の規定による認可をする場合（以下この項において「許可等をする場合」とい

う。）においては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、あらかじめ、当該各号に定め

る大臣の意見を聴かなければならない。  

一 発電用原子炉に係る許可等をする場合 経済産業大臣（試験研究の用に供する

原子炉に係る場合にあつては文部科学大臣及び経済産業大臣）  

二 船舶に設置する原子炉に係る許可等をする場合 国土交通大臣（試験研究の用に

供する原子炉に係る場合にあつては文部科学大臣及び国土交通大臣）  

三 試験研究の用に供する原子炉に係る許可等をする場合（前二号に該当するものを

除く。） 文部科学大臣  
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原子力規制委員会行政文書管理要領（制定 平成２４年 ９月１９日 原規総発第 120919

005 号 原子力規制委員会決定）（抄） 

 

別表第３（原子力規制法令） 

（１）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６

号）関係 

事

項 

番

号 

主管課等 専決事項 専決

者 

合議

者 

委員

会へ

の報

告の

要否 

２２ 部門（部安全規制

管理官に係るもの

に限る。） 

原子炉等規制法第２６条第１項の

規定による変更の許可（重要な変

更に係るものを除く。）に関するこ

と。 

長官   要 
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